
事業事前評価表（技術協力プロジェクト） 

 

 

１．案件名 

キルギス共和国日本人材開発センタープロジェクト（フェーズ２） 

２．協力概要 

（１） プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述 

本プロジェクトは、「キルギス共和国日本人材開発センター（以下、「KRJC」という。）プロ

ジェクト」のフェーズ 2である。フェーズ 1は 2003 年 4 月から 2008 年 3 月まで実施され、「キ

ルギス共和国における市場経済化に資する人材育成」及び「キルギス共和国と日本の相互理

解の促進」を目標に主に KRJC の事業と組織基盤造りに取り組んできた。第 2フェーズでは、

フェーズ 1 の活動成果を踏まえて、センターの自立運営に向けた人材育成研修ニーズへの対

応力強化と運営移管に向けた組織体制の強化を行う。 

（２） 協力期間 

  2008 年 4 月～2013 年 3 月（5年間） 

（３） 協力総額（日本側） 

  約 8.3 億円 

（４） 協力相手先機関 

監督機関：キルギス共和国財務省、科学教育省 

実施機関：キルギス民族大学 

（５） 国内協力機関 

  独立行政法人国際交流基金（日本語教育） 

（６） 裨益対象者及び規模、等 

・KRJC 事業への参加が想定される中小企業経営者・従業員、教育機関関係者、学生、一般市

民（年間約 50,000 人） 

・KRJC 現地スタッフ及び現地講師（約 30 人） 

３．協力の必要性・位置付け 

（１） 現状及び問題点 

キルギス共和国（以下、「キ国」という。）はソ連崩壊後、市場経済の活性化による経済成

長が貧困削減へ大きく寄与するとの考えに基づき、市場経済化路線を進め、貿易振興及び外

資導入、優先的な国内産業の振興を基本として、自国通貨の発行、WTO への加盟など、旧ソ

連から独立を果たした国々のうちのなかでも一早く急進的な改革措置を採択してきた。しか

しながら、キ国は天然資源が乏しいことや物流輸送の面で地勢的にきわめて不便な場所に位

置することなどの不利な条件が障害となって、競争力のある輸出製品を産出できず、投資も

停滞し、経済的に不安定な状況を脱することのできない状況が続いていた。 

他方、開発ポテンシャルのある地域や観光資源、農畜産物生産に適した気候、また教育水

準の高い労働力などの利点も存在することから、これらの長所を最大限に活用し、牽引力の

ある基幹産業を確立しつつ、外資を誘致し、脆弱な産業基盤の強化が急務となっている。そ



してそれを支える人材育成及び組織・制度整備、経済インフラの整備が必要不可欠となって

いる。 

JICA はキルギス民族大学をカウンターパートとして、2003 年 4 月から 5年間の協力期間で

KRJC プロジェクトを開始した。以降、市場経済化に資する人材の育成とキ国・日本両国の相

互理解の促進を目指して、①ビジネスコースの提供を通じた市場経済化に資する実務人材の

育成、②様々な学習者のレベルに合わせた日本語教育事業の実施、③キ国と日本両国の相互

理解促進事業、を行ってきた。 

  ビジネス実務人材の育成に関しては、フェーズ 1 では主に企業経営の共通課題（マーケテ

ィング、人材育成管理、ビジネスプランニング等）を扱ったコースの提供を通じ、具体的な

起業、事業改善・拡大事例の創出と実践的なビジネス知識・スキル提供機関としての整備を

行ってきた。その成果としてプロジェクトが実施したアンケート調査では、コース修了者の

89％がコース内容に対して満足を示しており、実際にコース修了生の中から起業、事業改善・

拡大する企業を多数輩出するなど高い成果を上げている。 

  このようにフェーズ 1 の活動を通じて一定の成果が発現しているが、KRJC がキ国の人材育

成研修ニーズに対応し、自立的に運営されていくためには、引き続き KRJC の組織強化を図る

必要がある。フェーズ 2 では、KRJC の自立運営に向けて、現場指導によるフォローアップを

含めた基礎コースの充実と定着を行うとともに、KRJC のコース開発（受託）能力の強化を通

じて「キ国の人材育成研修ニーズへの対応能力」の向上を目指す部分（成果 2）とマネージャ

ークラスのスタッフの育成、現地講師の能力向上、財政基盤の強化を通じてキルギス民族大

学への運営移管に向けた組織体制の強化（成果 1）を目指す部分に分けることができる。 

  フェーズ 1 では上記の活動に加えて、日本語教育事業は国際交流基金との連携のもとで、

他の現地日本語教育機関に比してレベルの高い日本語教育を提供できるようになり、現地日

本語教師及び学習者への情報提供の拠点となりつつある。キ国における日本に対する関心は

高く、日本語学習希望者も依然として多いことから、フェーズ 2 ではキ国における日本語教

育の更なる質の向上のために、既存の日本語教育コースのカリキュラムの見直しを行うとと

もに、現地講師の育成を強化する。 

  さらに両国の相互理解の促進については、日本を紹介する催しの開催や日本・キ国両国に

関する図書・映像資料の整備などの取組みを通じて、フェーズ 1 協力期間中のセンター入館

者数は延べ 12 万人に達する（首都ビシュケクの人口 83 万人の約 15％）など一定の認知度を

得たといえる。フェーズ 2 では、日本・キ国両国の人的ネットワークの強化に重点をおく。

具体的には日本留学に関する情報提供サービスの強化を図り、また帰国留学生、JICA 研修員

へのフォローアップのための活動を行う。 

 

（２） 相手国政府国家政策上の位置付け 

キ国は 2005 年までの国家貧困削減戦略（NPRS）に続き、「新国家開発戦略（2007-2010）」

において「産業多様化を通じた持続的成長の確保」を重要課題としている。これを実現する

ために民営化・中小企業振興・人材育成等による市場経済化促進を引き続き図るとしており、

本プロジェクトは同国の開発ニーズに合致している。 



（３） 我が国援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画上の位置付け（プログラムにおける位

置付け） 

我が国のキ国に対する国別援助計画（2007 年 10 月版・未定稿）においては、上位目標「市

場経済化に基づく経済発展を通じた貧困削減の促進」のために「経済成長のための基盤整備」

が援助重点分野の一つとして位置付けられており、その方策として、運輸インフラ整備、農

業発展、地方振興と並び市場経済化に資する人材育成が挙げられている。市場経済化に資す

る人材育成では企業家・起業家の人材育成により中小企業振興、民家セクターの育成を図り、

ひいてはマクロ経済の安定化に資することを目的としている。この点から、本プロジェクト

は我が国の対キ国援助方針と整合している。 

４．協力の枠組み 

〔主な項目〕 

（１） 協力の目標（アウトカム） 

１） 協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標・目標値 

［上位目標］ 

① KRJC がビジネス分野においてキ国の市場経済化に資する人材育成のための中核的な

役割を果たすようになる。 

② KRJC がキ国と日本両国の人々の間の相互理解を促進する拠点として活用される。 

［指標］ 

・ KRJC を認知している民間企業数、日本語教育機関数、現地日本語教師数 

・ KRJC のコースで得られた知識・スキルを活用している受講者数、事業効率/収益が

向上した企業数、新規に事業を立ち上げた企業数 

・ 日本語能力検定に合格した受講者数 

・ 日本語教師になった受講者数 

・ 日本へのキルギス人留学生数 

 

２）協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値 

［プロジェクト目標］ 

① 市場経済化に向けて KRJC のキ国の中小企業における人材育成機能が強化される。 

② キ国と日本両国の人々の間の相互理解を促進する KRJC の機能が強化される。 

［指標］ 

● 認知度の向上 

・ 来館者数、KRJC における活動の受講者数 

・ 来館者および活動の参加者の満足度 

・ ビシュケク市以外の地域からの参加者の割合 

● オーナーシップの促進 

・ 全コース時間に占める現地講師による講義の割合 

・ KRJC のマネージャーに任命された現地スタッフの人数 

・ 現地スタッフの事業運営能力の向上及び責任分担の拡大 



● 財政的自立発展性 

・ 運営経費の支出に対する KRJC の収入の割合 

● ネットワーク 

・ 関連機関（EBRD,GTZ,JICE など）との連携による活動件数 

・ 日本留学から帰国した学生、JICA 帰国研修員との連携による活動件数 

 

（２） 成果（アウトプット）と活動 

１） 成果 1：KRJC の事業実施体制が改善される。 

  ［活動］ 

     1－1 活動のレビューや年間計画についての議論を行うための合同調整委員会（JCC）を

開催する。 

   1－2 ビジネスコース、日本語コース、相互理解促進事業の各分野間の連携を考慮した活

動計画（年間運営計画、財務計画、組織計画、人材育成計画）を策定し、モニタリ

ングを行う。 

   1－3 人材育成計画に基づき、現地スタッフの人材育成を行う。 

1－4  KRJC の運営に必要となる機材を調達する。 

1－5  KRJC の活動をキ国内に広く PR するための広報戦略の策定及び広報活動を行う。 

1－6 センターの活動に対するモニタリングシステムを改善し、改善したモニタリングシ

ステムによって得られた教訓を次年度計画に反映する。 

［指標］ 

・ 年次及び特別 JCC の開催、三事業間の連携促進のためのセンター内月例会議の開催

・ 年間運営計画、財務計画、組織計画、人材育成計画の作成、実施、実施状況のモニ

タリング及び四半期毎の見直し 

・ ビジネス、日本語教育、相互理解促進事業の三事業間の連携による活動件数 

・ KRJC の活動向上のための広報の種類及び件数 

・ 毎月のウェブサイトの更新件数とアクセス件数 

 

２）成果 2：ビジネスに関する必要な知識及び実践的な技術を提供する機能が強化される。

［活動］ 

2－1 ニーズ調査を実施し、現地ニーズに合致したビジネスコース実施計画を策定する。

   2－2 ビジネスコースへの応募勧奨を行う。 

   2－3 主にサービス・商業分野におけるビジネスコースを実施する。 

2－4 OJT を中心として現地講師の能力強化を行う。 

2－5 コースの実施成果を評価するためのモニタリングシステムを改善し、モニタリング

によって得られた教訓を次回以降のコースに反映する。 

2－6 ビジネスコースの効果を高めるために他の JICA 事業、開発援助機関及び関連団体

との連携を行う。 

2－7 キルギス民族大学が実施しているビジネスプログラムとの連携を行う。 



［指標］ 

・ 年間実施方針及びコース計画の策定と計画に沿った実施 

・ モニタリング方法の改善 

・ 地域、セクター、役職別の受講者数 

・ 受講者のコース修了率及び満足度 

・ コース改善数および教材数 

・ 認定及び訓練された現地講師数 

・ 他の開発援助機関との協力、助言のもと実施されたコース数 

・ 現地スタッフにより企画、実施された活動数 

 

３）成果３：日本語の学習機会ならびに多様化するニーズに基づいた日本語教育を提供する

機能が強化される。 

  ［活動］ 

3－1 ニーズ調査を実施し、現地ニーズに合致した日本語コース実施計画を策定する。 

   3－2 コース実施計画に基づいてコース運営と指導教材を改善する。 

   3－3 日本語コースへの応募勧奨を行う。 

3－4 日本語コースを実施する。 

3－5 現地講師の能力強化を行う。 

3－6 現地講師とキ国内の適切な日本語教育機関とのネットワークを形成する。 

3－7 コースの実施成果を評価するためのモニタリングシステムを改善し、モニタリング

によって得られた教訓を次回以降のコースに反映する。 

［指標］ 

・ 年間実施方針及びコース計画の策定と計画に沿った実施 

・ モニタリング方法の改善 

・ 地域、職種、目的別の受講者数 

・ 受講者のコース修了率及び満足度 

・ コース改善数および教材数 

・ 認定及び訓練された現地講師数 

・ 現地スタッフにより企画、実施された活動数 

 

４）成果４：日本の経済、社会、文化に関するキ国・日本双方の情報を提供する機能が強化

される。 

［活動］ 

4－1 ニーズ調査を実施し、現地ニーズに合致した相互理解促進事業の実施計画を策定す

る。 

   4－2 日本留学に関する情報提供サービスの強化と、帰国留学生及び JICA 帰国研修員へ

のフォローアップのための活動を行う。 

   4－3 図書室、インターネット、ウェブサイト、JICA-Net などを通じたキ国、日本双方に



関する情報提供機能を強化する。 

4－4 キ国、日本双方に対して相互理解促進事業の広報を行う。 

4－5 相互理解促進事業を効果的に実施する。 

4－6 他の機関が実施する KRJC、日本に関する交流事業へ日本センターの施設を提供す

る。 

4－7 事業の実施成果を評価するためのモニタリングシステムを改善し、モニタリングに

よって得られた教訓を次回以降の活動に反映する。 

［指標］ 

・ 年間実施方針及びコース計画の策定と計画に沿った実施 

・ モニタリング方法の改善 

・ 現地スタッフにより企画、実施された活動数 

・ 相互理解促進活動への参加者数（キルギス人・日本人） 

・ 来館者及び活動参加者の満足度 

・ 地域別の参加者数 

 

（３） 投入（インプット） 

１）日本側（総額 8.3 億円） 

① 専門家派遣 

 長期専門家：センター共同所長（チーフアドバイザー）、業務調整、日本語コース運

営 

 短期専門家：ビジネス分野（約 20 名） 

② 現地活動費：センター運営経費、広告費、消耗品費、テキスト作成費など 

③ 研修員受入：現地スタッフ及びコース修了生（年間 9名程度） 

④ 機材供与：各コースに用いるパソコン、テレビ、書籍・視聴覚機材など 

  ２）キルギス共和国側 

① キルギス側センター共同所長、プロジェクトコーディネーター 

② センター施設：キルギス民族大学 7号館 2階及び 3階、地階の一部 

③ 施設光熱費：水道、暖房、電気など 

（４） 外部要因（満たされるべき外部条件） 

・ キ国の社会、経済の安定が継続する。 

・ キ国政府が市場経済化の促進政策を継続する。 

・ キ国の関係省庁、大学及び他の関連機関から KRJC に対する継続的な協力が得られる。 

５．評価 5項目による評価結果 

以下の視点から評価した結果、協力の実施は適切と判断される。 

（１） 妥当性 

以下の理由から、本プロジェクトの妥当性は高いと判断される。 

・ 「３．協力の必要性・位置付け」でも述べたとおり、本プロジェクトはキ国の国家開発政策

に整合し、かつ日本の援助重点分野とも整合している。 



・ 市場経済化に資する人材の育成については、キ国内には大学（院）を中心にビジネス研修を

実施している機関はあるものの、いずれも MBA コースによるものが大半であり、実践的なビ

ジネス知識・スキルを提供している機関は KRJC のみであり、2007 年 9 月に実施されたフェ

ーズ 1の終了時評価においても、人材育成面で重要な役割を担っていると評価されており、

本プロジェクトの実施の妥当性は高い。 

・ またマーケティング、労務管理、品質管理・生産管理等は国際的にも日本に比較優位のある

分野であり、日本の経済成長の経験を活用した実践的な研修の実施が可能である。 

 

（２） 有効性 

以下の理由から、本プロジェクトの有効性は高いと判断される。 

・ 本プロジェクトはフェーズ 1で築いてきた基盤を土台としながら、組織運営体制面と事業活

動面の双方のさらなる強化を同時並行的に行うものである。このことにより、総合的に KRJC

の機能が効率的・効果的に向上されるとともに、事業による高い成果が見込まれることから

プロジェクト目標の達成は十分可能である。 

・ 裨益対象者の一つである「KRJC スタッフ、現地講師 30 名」の能力向上が、活動に組み込ま

れ、成果を測る指標にも設定されている。KRJC スタッフの能力向上によって成果 1 が達成

され、これにより他の計画されている活動も円滑に推進されることが期待でき、成果 2、3、

4の達成が見込める。 

・ プロジェクト目標である KRJC の機能強化を表す具体的な指標としては、①センターの認知

度の向上よる KRJC の役割の確立、②現地オーナーシップの促進、③自立運営に向けた財政

基盤の強化、④他機関等とのネットワークの構築に関する具体的な項目が挙げられており、

それぞれの効果について測定可能な指標が設定されている。また、それぞれの成果を導く活

動の一つとしてモニタリングを位置付けてあることから、定期的かつプロジェクト実施・改

善に有効なモニタリングが期待できる。 

・ 外部条件である、「キ国の関係省庁、大学及び他の関連機関から KRJC に対する継続的な協力

が得られる」に関しては、関連機関からフェーズ 2においても引き続き協力が得られること

が確認されたことから満たされる可能性は高い。また「キ国政府が市場経済化の促進政策を

継続する」に関しては、プロジェクト内ではコントロール不可能であるが、世界的な動向も

併せ見ると、市場経済化の方向性が転換する可能性は低く、これも満たされる見込みが高い

といえる。 

 

（３） 効率性 

以下の理由から、本協力の効率性は高いと判断される。 

・ 本プロジェクトではフェーズ 1の活動を通じて、現地リソースによる実施基盤が確立され、

ビジネスコースでは運営管理マニュアルの開発や総講義時間数の約 6 割が現地講師によっ

て指導されるなど効率性は高い。引き続き現地講師の能力向上を行っていくことを計画して

おり、またフェーズ 2より相手国側のオーナーシップの促進の一環としてキルギス民族大学

から新たにプロジェクトコーディネーターの配置が計画されている。さらにマネージャーク



ラスのスタッフの育成も計画しており、これらによって日本人専門家の負担を軽減すると同

時に、現地リソース活用による効率性の向上に繋がる。 

・ フェーズ 2 ではキ国で活動する他の開発援助機関、JICA 事業、その他関係機関との事業連

携を促進することで、本プロジェクトが対象としている中小企業経営者、従業員、起業家等

のニーズの把握が可能となる上に、事業の相乗効果が期待できる。 

 

（４） インパクト 

以下の理由から、本プロジェクトによるインパクトの発現が期待できる。 

・ 本プロジェクトの上位目標は「KRJC がビジネス分野においてキ国の市場経済化に資する人

材育成のための中核的な役割を果たすようになる」、「KRJC がキ国と日本両国の人々の間の

相互理解を促進する拠点として活用される」であり、プロジェクト目標「市場経済化に向け

て KRJC のキ国の中小企業における人材育成機能が強化される」、「キ国と日本両国の人々の

間の相互理解を促進する KRJC の機能が強化される」の状態が継続することで発現する効果

である。 

・ 上位目標の設定について、フェーズ 1ではプロジェクト目標から上位目標までの隔たりがあ

った。その教訓を活かしフェーズ 2の上位目標については、より実現性の高いものに見直し

を行い、プロジェクト終了後から数年後に達成可能かつ測定可能なものとなっている。 

・ KRJC のビジネスコースで得た実践的ビジネス知識・スキルを受講生が業務で活用すること

により、受講生が経営・所属する中小企業の生産性、収益性が向上するケースが増えること

が見込まれる。さらにそれが類似企業への刺激となり、中小企業振興、ひいてはマクロ経済

の安定化に間接的に繋がるものである。また日本語教育事業、両国の相互理解促進事業を通

じて対日理解を促進することは、長期的な視点では日本とキルギスの友好親善、経済活動の

活発化へと繋がるものである。 

 

（５） 自立発展性 

以下の理由から、本プロジェクト終了後の自立発展性の向上が期待される。 

・ フェーズ 1 協力期間中に KRJC は NPO 法人登録を果たし、キ国内で受講料が徴収できる機関

としてのステータスを得ており、また各部門に配置されている現地スタッフは日本人専門家

からの OJT による技術移転により運営管理能力の育成が概ね順調に進められ、KRJC の管理

運営体制は概ね確立されている。今後、マネージャークラスのスタッフの育成、キルギス民

族大学からのプロジェクトコーディネーターの派遣を通じた相手国側のオーナーシップの

促進により、センター運営の自立性の向上が見込まれる。 

・ 他の開発援助機関、JICA 事業等からの事業受託等を通じて財政基盤の強化を図り、一方で

事業の選択とリソースの集中によりコスト削減を図り、将来的にはセンター運営資金を事業

活動収入で賄えるような体制作りを行っていく必要がある。 

６．貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

本プロジェクトにおけるターゲットグループは中小企業の経営者、従業員、日本語学習者を

中心に多くの女性が含まれており、男女に平等に教育機会を提供するという形でジェンダー配



慮がなされている。 

７．過去の類似案件（他国の日本センタープロジェクト）からの教訓の活用 

・ 日本センタープロジェクトは現在 9 カ国 10 センターあり、各センター設置国の事情・ニー

ズに応じた協力を実施している。これらセンターの活動実績を通じ、現地講師の育成やコー

ス終了後のフォローアップがプロジェクト活動のインパクトを効果的・効率的に発現させて

いくことにおいて重要であるとされている。本プロジェクトにおいても、ビジネスコース修

了者の所属企業に対する現場指導、現地講師育成コースの実施等を通じ、インパクトの発現

に努める。 

・ また日本センター運営において、現地スタッフのマネージャーレベルへの育成がセンターの

自立的発展に向けた組織体制の強化に有効であるとの教訓を活かし、本プロジェクトにおい

ても現地スタッフの人材育成計画を策定し、各コースの運営管理能力に加えて、コースの企

画立案能力を強化し、マネージャーレベルの人材育成を促進することとしている。 

・ さらに財務面については、受講料徴収だけでなく収入源の多様化を図ることが財政基盤の強

化に繋がり、自立性向上に有効であることから、本プロジェクトにおいても関係機関からの

セミナー受託を行うなどの取組みにより収入源の多様化を図っていくこととしている。 

８．今後の評価計画 

・ 中間評価：プロジェクトの中間段階（2010 年 9 月頃） 

・ 終了時評価：プロジェクト終了の 6ヶ月前（2012 年 9 月頃） 

・ 事後評価：プロジェクト終了 5年後を目途に実施予定（2018 年 4 月頃） 
 
 


